
2022 年 8 月 10 日 

株式会社かんぽ生命保険 

２０２３年３月期 第１四半期決算のポイント 

弊社ホームページ掲載の「２０２３年３月期 第１四半期決算の概要」に

ついてご説明します。 

なお、各指標の増減の理由については、主要なものを述べていますので、

ご留意願います。 

【１ページ】決算サマリー

 経常利益は、新型コロナウイルス感染症に対する保険金支払いの増加等およ

び保有契約の減少等に伴い保険関係損益が減少。それに加え、主に減損に伴

うキャピタル損益の悪化により、前年同期比８５．４％減少。 

 四半期純利益について、キャピタル損益の悪化は価格変動準備金の戻入によ

り相殺されるものの、有価証券の減損が有税である一方で、税効果会計の適

用対象外となることに伴う税負担等により法人税等合計が前年同期並みと

なったことから、前年同期比７１．８％減少。 

 新契約年換算保険料は、前年同期比４２.０％増加、第三分野は、２０２２年

４月の新医療特約の発売（もっとその日からプラス）の効果もあり、前年同

期比１５７．８％増加。 

 個人保険の保有契約年換算保険料は、保有契約の減少により、前期末比 

２.４％減少。第三分野は前期末比１．５％減少。 

 ＥＶは外国金利上昇に伴う外国債券の含み益の減少等により、前期末比 

２.３％減少。（第三者の検証を受けていない試算値） 

【２ページ】２３年３月期第１四半期の業績（前年同期比）

左の表、連結損益計算書（要約）について、前年同期からの主な増減要因は以下

のとおり。 

 保険料等収入は、保有契約の減少等により、６７０億円の減少。 

 資産運用収益は、利息及び配当金等収入や金銭の信託運用益の減少等により、

２５０億円の減少。 

 保険金等支払金は、保有契約の減少に伴う満期保険金や年金の支払いの減少

等により、１５８億円の減少。 

 資産運用費用は、有価証券売却損や有価証券評価損等の増加により、２８９
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億円の増加。 

 事業費等は、９３億円増加。事業費は、新しいかんぽ営業体制への移行を含

めた人件費が増加した一方で、維持・集金手数料が減少したこと等により、

１６３億円の増加。その他経常費用は、ソフトウェアに係る減価償却費の減

少により、６９億円の減少。 

 特別損益は、キャピタル損益の相当額４１０億円および為替に係るヘッジコ

スト１３億円を価格変動準備金の戻入により相殺するため、４５３億円の増

加。 

 法人税等合計は、１億円増加の前年同期並み。その内訳は、法人税及び住民

税等は、税引前四半期純利益の減少により、９０億円の減少。法人税等調整

額は、有価証券の減損が有税である一方で、税効果会計の適用対象外となる

ことに伴う税負担等により、９２億円の増加。 

 親会社株主に帰属する四半期純利益は、２９５億円の減少。 

右の表、単体の経常利益の明細（要約）について、前年同期からの主な増減要因

は以下のとおり。 

 基礎利益は、３７８億円の減少。 

 その内訳は、保険関係損益が、新型コロナウイルス感染症に対する保険金支

払の増加等、保有契約の減少等および事業費等の増加に伴い、４４６億円の

減少。 

 順ざやは、外国債券からの利息や、金銭の信託で保有する国内株式等からの

配当が増加したことにより、６７億円の増加。 

 キャピタル損益は、有価証券売却損や減損の増加により、４６４億円の悪化。 

 臨時損益は、危険準備金の超過繰入の減少等により、５７億円の増加。 

【６ページ】資産運用の状況（資産構成）

左の表、資産構成について、前期末からの主な増減要因は以下のとおり。 

 総資産は、保有契約の減少等により、１兆６，７２２億円の減少。 

 収益追求資産は、総資産に対する占率が１７．０％。その他のオルタナティ

ブ資産は「時価の算定に関する会計基準」により時価評価の対象を拡大した

こと等から２，８６５億円の増加。 

【９ページ】健全性の状況 

右の表、連結ソルベンシー・マージン比率について、前期末からの主な増減要因

は以下のとおり。 
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 ソルベンシー・マージン総額は、国内株式および公社債の時価の下落により、

１，６１５億円の減少。リスクの合計額は、ほぼ増減がないため、連結ソル

ベンシー・マージン比率は、２４．５ポイント減少の１，０２１．０％。 

【１０ページ】ＥＶの状況 

右の表、ＥＶについて、前期末からの主な増減要因は以下のとおり。 

 今期ＥＶは、外国金利上昇に伴う外国債券の含み益の減少等により、８４５

億円減少の３兆５，３４３億円。 

 その内訳は、修正純資産が５５０億円の減少、保有契約価値が２９４億円の

減少。 

 新契約価値は、新契約獲得にはその多寡によらない一定の事業費等が必要と

なるため、△１４億円となった。 

【１１ページ】２３年３月期 業績予想 

 ２０２３年３月期の通期連結業績予想（２０２２年４月１日～２０２３年３

月３１日）に対する進捗状況は、経常収益が２５.９％、経常利益が８.４％、

当期純利益が１６.４％。 

 当期純利益に対する進捗は低いものの、ベースとなる基礎利益は堅調に推移

（対計画比２８.３％）しており、現時点で、２０２２年５月１３日に公表

した業績予想から変更は行わない。 

【１２ページ】株主還元 

 ２０２５年度までの中期経営計画期間における株主還元方針として、機動的

な自己株式取得等を行うことで、総還元性向について中期平均４０～５０％

を目指すこととしている。 

 ２０２２年３月期の総還元性向は、同期の利益に対して４５％程度を想定し

て自己株式の取得を検討することとしていた。 

 この方針に基づき、２０２２年８月の取締役会において、取得金額３５０億

円を上限とする自己株式取得の実施を決議。 

 ２０２３年３月期の配当については１株あたり９２円から変更なし。 

以上 


